12月度スポット原稿サンプル（自由にアレンジを）
消費税廃止各界連絡会
　
ご通行中の皆さん、消費税の増税に反対している消費税廃止各界連絡会です。いま街頭で、消費税増税反対の宣伝をおこなっています。しばらくの間ご協力をお願いします。

　菅首相は、先の臨時国会で、法人税の減税を先行させ、消費税をその財源に充てるため、改めて野党に消費税の増税に向けた議論を呼びかけました。また、政府・与党は、社会保障改革検討本部なるものを設置し、社会保障の財源確保を口実に消費税率引き上げの議論を開始しています。11月には政府税制調査会の専門化委員会で、課税の適正化を理由に、中小企業向け免税点や簡易課税制度の見直しに向けた議論がおこなわれています。
　これらは、いずれも消費税の増税に向けた動きで、そのペースは菅政権になって一段と加速しています。
　みなさん、１９８８年12月24日、当時の竹下内閣が、消費税法案を国会で可決成立させました。今日、12月24日は、その消費税法案が国会で可決成立さられてから、ちょうど22年目にあたります。
　消費税導入時、政府・財界が声だかに宣伝したのは、「社会保障のため、高齢化社会に備えるため」、また「財政再建のためには、やむなし」ということでした。
　しかし、みなさん、消費税導入後、たとえば、健康保険本人の窓口負担は、１割から３割に引き上げられ、高齢者医療の窓口負担も、月４００円だったものが、毎回１割または３割に引き上げられました。そしていま、75歳以上の高齢者は、健康保険や国保から追い出されて、年齢を区切って医療で差別をする最悪の医療制度に加入させられています。
国民年金の保険料は２倍になり、厚生年金保険料の引き上げもおこなわれました。年金の支給開始年齢は60歳から65歳に先延ばしされ、さらには、国民からの保険料収入を目当てに、保険あって介護なしと揶揄される介護保険制度が導入されました。
　財政再建についても、改善されるどころか、国と地方の債務残高（借金）は、膨れ上がり、消費税導入時、250兆円台だった債務は、2010年度末には、850兆円を超える見込みになっています。
　みなさん、消費税が導入されて以降の消費税の収入は、２２４兆円にも及んでいます。

これだけの収入がありながら、社会保障・福祉の制度は改悪の連続で、財政再建でも健
全化するどころか、借金の増えるペースは早まっています。
　財界は22年前の消費税導入時、当時の政府に、大企業向け法人税の減税と一体で消費税の創設を要求しました。
消費税は、この財界の要求に沿って、社会保障や財政再建のためではなく、最初から法人税の減税財源として導入されたことは明らかです。そのことは、この間の大企業向け法人税の減税額が、208兆円にも及んでいることに示されています。
そして、いま再び、同じことがねらわれています。
　みなさん、社会保障のため、財政再建のためなどという偽りの看板に二度と惑わされず、いまこそ消費税増税反対の声を大きく上げようではありませんか。

　税金の集め方、使い道を改革すれば、消費税に頼ることなく、社会保障を充実させ、財政を健全化させることができます。こうした提案をして、消費税増税に反対している各界連の署名にご協力をお願いします。
